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議事次第 
 

１．開会挨拶 

２．議事 

(１) ICT 施⼯の普及・⼯種拡⼤の最新動向 

(２) ICT 活⽤⼯事の試⾏⽅針・実施状況 

(３) ICT 活⽤⼯事の課題対応 

・ ３次元計測データの活⽤ 

・ 普及啓発活動の推進 

・ 出来形管理要領の改定 

(４) ICT 活⽤による現場効率化 

・ 測量業務の効率化 

・ 現場管理の効率化 

３．情報提供 

(１) 新技術交流イベント in Shizuoka 2019 

４．閉会 
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オブザーバー



ＩＣＴ導入協議会（第９回） 

 

日時： 令和元年 7 月 11 日（木） 13：00～15：00 

 会場： 中央合同庁舎３号館 局議室        

   

 

議 事 次 第 

 

１．ＩＣＴ施工の普及拡大に向けた取組        資料－１ 

２．ＩＣＴ施工の対象工種の拡大に向けた取組     資料－２ 

３．業協会等からの意見               資料－３ 

４．その他 

  ・安全対策関係の進め方              資料－４ 

 ・施工自動化に向けた研究開発等          資料－５ 

 

 

資料－１   ＩＣＴ施工の普及拡大に向けた取組 

資料－２   ＩＣＴ施工の対象工種の拡大に向けた取組 

資料－３   業協会等からの意見 

資料－４   安全対策関係の進め方 

資料－５   施工自動化に向けた研究開発等 

参考資料－１ ICT 活用における課題と対応事例 

参考資料－２ 建設現場の生産性を飛躍的に向上するための革新的技術の導入・活用 

に関するプロジェクト「平成 30年度試行結果に関する報告会」 

資料１ 
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

資料－１

ＩＣＴ施工の普及拡大に向けた取組

ＩＣＴ活用工事の実施状況

工種
平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

公告件数 うちＩＣＴ実施 公告件数 うちＩＣＴ実施 公告件数 うちＩＣＴ実施

土 工 １，６２５ ５８４ １，９５２ ８１５ １，６７５ ９６０

舗装工 － － ２０１ ７９ ２０３ ８０

浚渫工 － － ２８ ２４ ６２ ５７

浚渫工（河川） － － － － ８ ８

合計 １，６２５ ５８４ ２，１８１ ９１８ １，９４８ １，１０５

実施率 ３６％ ４２％ ５７％

ＩＣＴ施工実施状況

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

ＩＣＴ実施件数 公告件数 うちＩＣＴ実施 公告件数 うちＩＣＴ実施

土 工 ８４ ８７０ ２９１ ２，４２８ ５２３

実施率 ３３％ ２２％

都道府県・政令市におけるＩＣＴ施工実施状況

単位：件

単位：件

○ Ｈ３０年度は、直轄工事におけるＩＣＴ活用工事の公告件数１，９４８件のうち約６割の
１，１０５件で実施。

○ 都道府県・政令市におけるＩＣＴ土工の公告件数が２，４２８件、実施件数は５２３件に大幅
に増加。

1
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ＩＣＴ活用工事の実施状況

・ＩＣＴ土工
平成３０年度 ＩＣＴ土工対象工事

発注者指定型 施工者希望Ⅰ・Ⅱ型 合計

公告工事件数 １８９ １，４８６ １，６７５

うちＩＣＴ実施工事件数 １８９ ７７１ ９６０

実施率 １００％ ５２％ ５７％

・ＩＣＴ舗装工
平成３０年度 ＩＣＴ舗装工対象工事

発注者指定型 施工者希望Ⅰ・Ⅱ型 合計

公告工事件数 １４ １８９ ２０３

うちＩＣＴ実施工事件数 １４ ６６ ８０

実施率 １００％ ３５％ ３９％

・ＩＣＴ浚渫工（河川）
平成３０年度 ＩＣＴ浚渫工（河川）対象工事

発注者指定型 施工者希望Ⅰ・Ⅱ型 合計

公告工事件数 １ ７ ８

うちＩＣＴ実施工事件数 １ ７ ８

実施率 １００％ １００％ １００％

・ＩＣＴ浚渫工
平成３０年度 ＩＣＴ浚渫工対象工事

発注者指定型 施工者希望型 合計

公告工事件数 ２２ ４０ ６２

うちＩＣＴ実施工事件数 ２２ ３５ ５７

実施率 １００％ ８８％ ９２％

2

ＢＩＭ/ＣＩＭ活用業務・工事件数の推移

11 19 10 16 34 54

147

400

21 28
60

87
78

65

0

100

200

300

400

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

BIM/CIM活⽤業務・⼯事

76

3840
11

○平成２４年度から橋梁、ダム等を対象に３次元設計（ＢＩＭ/ＣＩＭ）を導入し、着実に増加。

○平成３０年度は、２１２件（設計業務：１４７件、工事：６５件）で実施。

○令和元年度は、４００件（設計業務＋工事）の実施を目標。

累計事業数 設計業務︓291件 ⼯事︓339件 合計︓630件

132121

⼯事
設計業務

212

(⽬標)

3
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ＩＣＴ施工による延べ作業時間縮減効果 （Ｈ３０年度）

延べ作業時間縮減効果（ＩＣＴ土工） N=２９６

人日

約３割 縮減

延べ作業時間縮減効果（ＩＣＴ舗装工） N=２５

約４割 縮減

延べ作業時間縮減効果（ＩＣＴ浚渫工（河川）） N=６

約４割 縮減

人日

人日

※ 活用効果は施工者へのアンケート調査結果の平均値として算出。
※ 従来の労務は施工者の想定値
※ 各作業が平行で行われる場合があるため、工事期間の削減率とは異なる。

水路測量を省略

○ ＩＣＴ施工の対象となる起工測量から電子納品までの延べ作業時間について、土工では約３割、舗装
工及び浚渫工（河川）では約４割の縮減効果がみられた。

○浚渫工ではＩＣＴによる出来形測量により、別途実施する水路測量の省略が可能となった。
※現場作業の変化により、工事全体で技術者等の業務がどう変化しているか、実態調査・分析が必要

水路測量

延べ作業時間縮減効果（ＩＣＴ浚渫工（施工以外）） N=４４

※H30.11.30時点

人日

4

Ｈ３０年度ＩＣＴ施工（土工）の分析①

○ ＩＣＴ施工の導入により土工では約３割の延べ作業時間の縮減効果がみられた。
○ ＩＣＴ導入による効果は施工規模に係わらず得られている。

○ 全体では９割以上の工事において延べ作業時間の縮減効果が得られたが、縮減効果が
得られなかった工事が約７％存在。

○ 利用場面別では「３Ｄ設計」と「施工」において効果が得られなかった割合が高い。

ＩＣＴ施工による延べ作業時間の縮減効果
が得られた工事の割合（利用場面別）

効果マイナス効果プラス 効果無し

ICT施工による延べ作業時間縮減効果

180

人日

5
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○ ＩＣＴの各利用場面における労務増加の要因をアンケート調査より分析
→機器・ソフトウェアの使い方についてノウハウの向上・共有が重要

Ｈ３０年度ＩＣＴ施工（土工）の分析②

起 工 測 量

３ Ｄ 設 計
（ 施 工 用 ）

施 工

出 来 形 管 理
出 来 形 検 査

電 子 納 品

○点群計測のため、（除草等により）地盤面を露出させる必要があった。
○計測機器の適性により、測量実施が天候によって困難となる。（※１）
例：ＵＡＶ写真測量は強風時に飛行が困難

レーザースキャナーは降雨後の水面反射により計測困難
○降雪地域では全面除雪が必要。（※２）

○３Ｄデータの作成には、工事契約時に提供された２Ｄ設計データのみでは不足す
るため、変化点すべての横断面の設計データを作ることとなった。

○従来は施工者の裁量範囲であった擦付部分なども３Ｄ設計の対象としたことによ
りデータ作成に時間を要した。

○土質や施工法毎の数量算出が必要なため、従来手法による計測が必要。
○※１※２（再掲）

○ＧＮＳＳの受信状況により、作業時間や作業範囲が限定され待ち時間が発生。
○ＩＣＴ建機の配送待ちが発生。

○３Ｄ測量では撮影写真データや点群データなど、出来形管理の根拠データのボ

リュームが大きくデータ書き込みに時間を要する。

全 体
○一律にＩＣＴを導入するのみでは無く、効果的な部分に適切に活用出来るようにし
てほしい。

6

地方普及展開に向けた取組 現場支援型モデル事業

○ ICT活用工事を、地方自治体発注工事等に広く普及を図るため、地方自治体発注工事をフィールドと
して、現場支援型モデル事業を実施。

○本事業では、地方自治体が設置する支援協議会の下、ICT活用を前提とした工程計画の立案支援、
ICT運用のマネジメント指導等により、支援協議会参加者を含め広くICT導入効果を周知することで、
ICT活用工事の普及を促進。

○令和元年度方針
・支援未経験の自治体を中心として、地整毎にモデル事業を実施
・「ＩＣＴ導入時の計画立案」に関する支援を中心に実施※

※これまでの支援自治体へのフォローアップ調査によるとＩＣＴ導入時の計画立案に関する指導・助言の要望が多い

主な支援概要
○ ＩＣＴ導入計画の支援

○ ＩＣＴ導入の効果確認

○ ＩＣＴ活用における課題と対応事例提供

• 現場条件を踏まえ、施工者とＩＣＴを活かせる工程計画の検
討。

粗
掘
削

繰り返し作業

丁張り作業の
削減

作業時間
の短縮

法
⾯
整
形

丁張りレス施工の提案

• これまでのモデル事業において行った支援事例を踏まえ、ＩＣＴ
活用における課題と対応事例を取りまとめた。

• 今年度モデル事業にて活用するとともに、サポート事務所を通じ
情報提供する。

• ＩＣＴ導入効果について、発注者・施工者に確認し課題の把握を行う。 ＩＣＴを生かした効率的な広域施工計画を提案

7
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ＩＣＴ活用における課題と対応事例

○自治体発注工事（モデル事業として実施した１９工事）において、ＩＣＴ活用を実施した事例をもとに、発
生しうる課題と対応事例を整理

ICT活用場面 ・課題に対応した
モデル事業

※「事例○－②」等

課題

8

ＩＣＴ建機等の普及状況の把握

レンタル業 建設業 専門工事業

ＩＣＴ建機保有数
／建機保有数

ＩＣＴ建機保有数
／建機保有数

ＩＣＴ建機保有数
／建機保有数

＜協力依頼先＞
（一社）日本建機レンタル協会

＜協力依頼先＞
（一社）日本建業連合会

＜協力依頼先＞
（一社）日本機械土工協会

○ ＩＣＴ施工のさらなる普及拡大を図るため、ＩＣＴ建設機械の普及状況を把握。

○ ＩＣＴ建設機械を保有する建設業、専門工事業、レンタル業の各業界団体の協力を得つ
つ、保有状況の調査を実施。

9
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

ＩＣＴ施工の対象工種の拡大に向けた取組

資料－２

○主たる工事区分の「道路改良」における工種別の内訳をみると、割合の大きな工種を中心に実施要領等を順
次整備。

○今年度は、法面工、地盤改良工、付帯構造物設置工へ適用を拡大。
○その他、ＢＩＭ/ＣＩＭの活用による設計照査、施工計画検討、関係機関協議等の効率化を推進。

道路改良工事の工種別内訳（直轄工事全体に占める割合）

適用済み

R１年度
より適用

11
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○主たる工事区分の「築堤・護岸工事」における工種別の内訳をみると道路改良工事と同様に割合の大きな工種
を中心に実施要領等を順次整備。

○今年度は、付帯構造物設置工、地盤改良工、 ＩＣＴ土工（河床掘削）へ適用を拡大。
○その他、ＢＩＭ/ＣＩＭの適用拡大により効率化を推進。

築堤・護岸工事の工種別内訳（直轄工事全体に占める割合）

適用済み

R１年度
より適用

12

i-Constructionに関する工種拡大

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度
令和２年度

（予定）

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度コンクリート舗装）

ICT浚渫工（港湾）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工（浅層・中層混合処理）

ICT付帯構造物設置工

○主要工種から順次、ＩＣＴの活用のための基準類を拡充。

ICT基礎工・ブロック据付工

ICT法面工（吹付工）

ICT地盤改良工（深層）

ICT法面工（吹付法枠工）

ICT舗装工（修繕工）

民間等の要望も踏まえ
更なる工種拡大

（港湾）

13
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施工履歴データ
による検査

検査

ＩＣＴ地盤改良工 （深層混合処理工） 取組イメージ

ICT地盤改良機械による施工
3DMG設計

データの作成

③ICT建機による施工・出来
高、出来形計測の効率化

④ICTの活用による検査の
効率化

①ICT活用に
よる設計・
施工計画

通常施工と同じ
２次元設計デー
タを基に3DMG
設計データの作
成 施工履歴データから帳票自動作成

により書類作成を効率化
実測作業省略による検査効率化

ICT土

工と同
様の起
工測量

発注者

設計・
施工計画

施工

帳票作成・書面検査

OK

発注者

測量

測量

土工と
同様の
起工測
量

設計図

設計図から、施
工数量を算出

帳票
自動
作成

区割り等目印に合わせて施
工、目印が消えてしまった場
合は再設置

帳票作成、書類による検査、
巻き尺等による実測作業

3DMGによる施工位置誘導

設計図に合わせた施
工範囲、区割り等の測
量及び目印設置

②ICTを活用した

施工範囲目印設
置の省略

ICT活用により、施工

範囲等の測量、区割
りの目印設置を省略

OK

管理項目

ＩＣＴ活用

従来施工

衛星測位による施工位置誘導、ＩＣ
Ｔ建設機械の施工履歴データによ
る出来高、出来形管理

14

維持管理面データによる検査ICTを用いた施工管理現況を踏まえた設計

ＩＣＴ法面工 （吹付法枠工） 取組イメージ

発注者

OK

設計・
施工計画

施工 検査

③施工、出来高、出来形管理 ④検査の効率化①UAV･TLSによる
３次元測量

②3次元測量ﾃﾞｰﾀに
よる設計・施工計画

人の立入が危険な急
傾斜も短時間で面的
に３次元測量を実施

3次元測量結果から任意断面
における安定計算と設計照査
枠割付の自動化、設計変更
に基づく変更数量算出

法面工 吹付法枠に適用範囲を
拡大

３次元測量を活用し出来
形検査書類を自動作成。
検査の効率化を実現。

（ノンプリＴＳも活用）

自動作成

ノンプリ代表点計測

⑤維持管理の初期
値データとして活用

ＩＣＴを用いた
現況測量

測量

完工データを防災カルテ
点検等の初期値とし、斜
面変状の把握等、傾向
管理として活用

斜面上の測量作業
起工測量（現地形）に基づいて設計
成果を修正、枠割付等、配置見直し 高所斜面上の臨場検査斜面上の出来形計測

ＩＣＴ活用

従来施工

15
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・TLS、ノンプリＴＳ等
による事前データ取得

・施工履歴データを
活用した検査

測量 検査

ＩＣＴ舗装工（修繕工） 取組イメ－ジ

・MC路面切削・As敷均し
・施工機械情報取得

・施工量算出

③施工機械の情報を用いた、施
工、出来高、出来形計測の効率
化

④検査の効率化②３次元測量ﾃﾞｰﾀ
による施工計画

ICT活用により、交通
規制を伴わず施工箇
所の３次元測量を実
施【安全性向上】

3D測量結果から適切

に切削深を決定し、正
確な切削量を算出

3Dデータを用いた施工指示や施工機械への活用を実施
施工機械の位置や制御データ等を活用し、施工管理、出
来高、出来形計測、帳票作成を効率化

①ICTを活用した
事前測量

発注者

OK

施工計画

車道部

歩道部

測量機

計測イメージ（断面図）

施工

帳票作成

代表点計測

ＩＣＴ活用

従来施工

旧舗装面の切削 舗装の敷設切削量計測

OK

発注者

①施工箇所の事前
測量

交通規制を行い管理
断面の測量を実施

②断面測量による
施工計画

断面の測量をもとに
切削深を決定 16

産学官連携による基準類策定にかかわる提案方法（案）

○新たなＩＣＴ機器を活用し、又は既存のＩＣＴ機器の活用範囲を拡大し、ＩＣＴ活用工事の範囲を拡大する新たな・基準類
をより早く整備するため、ＩＣＴ施工の施工者およびＩＣＴ機器のレンタル・メーカー等から基準類の提案を求める。

○提案を求める基準類の分類
１．新たなＩＣＴを活用し、新たなＩＣＴ工種として適用する
、又は従来のＩＣＴ工種に適用する新たな・基準類を提
案するもの。

２．既存のＩＣＴを活用し、新たなＩＣＴ工種として適用する
新たな・基準類を提案するもの。

３．既存基準類の改定「カイゼン」案を提案するもの。

○提案者
１．ＩＣＴ導入協議会の構成団体・機関

○提出書類等
１．説明資料： 適用されるＩＣＴ機器に関する事項、提案
する基準類とその設定方法の考え方、改定の場合は
新旧対照表

２．根拠資料： 提案の根拠資料※、検証用の資料（現
場検証データ等）

※作業日数・作業工数等の減少、手待ち・手戻りの減少など
生産性向上が期待されうる事項の詳細説明及びこれらを
示す根拠データ

※検証手続き中に生産性向上を確認するための追加データ
を求める場合がある。

提案から策定・改定までのフロー(案)

提案募集開始
（9月予定）

国土交通省 提案者

募集要領作成

策定・改定対象の選定
・新規基準類策定
・既存基準類改定

検討対象確認
（必要に応じて、検討

対象の絞り込み）

提案された基準類の検証

基準類の策定・改正案
作成

確認

通知

ＩＣＴ導入協議会の
構成団体・機関※

基準類の提案

基準類の検討

ICT導入協議会
基準WG

※学からの提案に
ついては構成団
体・機関を通じて
提案

17
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

業協会等からの意見

資料－３

意見・要望

１ ＩＣＴ施工に関わる人材育成について

・直轄工事、地方自治体発注者へのＩＣＴ施工に関る教育の充実を要望
・３Ｄデータにかかわる人材育成が必要
・ＩＣＴ施工にかかわるノウハウ蓄積が必要

（全国建設業協会）
（全国建設産業連合会）
（日本建設機械施工協会）
（日本建設業連合会）
（日本測量機器工業会）

２ ＩＣＴ施工に資する監督・検査の合理化

・ＩＣＴ活用による遠隔地からの監督､施工管理について技術は進んでおり運用する制度・仕組
みを要望

・技術力や信用力の高い企業について、ＩＣＴによる自動記録・保存による新たな監督検査の検
討を要望
･施工履歴データ活用の拡大による出来高払いの推進
･ＩＣＴ活用工事の場合は提出書類の簡素化を要望（標準仕様は協議書類省略等）
･ＩＣＴ活用工事おける納品データの肥大可への対応を要望
･遠隔検査、電子承認などの導入可能性について今後議論を要望

（全国建設業協会）
（日本機械土工協会）
（日本建設機械施工協会）
（日本建設業連合会）
（日本測量機器工業会）

３ ＩＣＴ安全対策への取組について

・ＩＣＴ安全対策について、検討の流れが示され今後に期待。しかしながら検討期間も要すること
から、早期に取組が広まる施策を要望

（日本建設機械施工協会）

４ 中小企業、自治体への支援､情報提供

・ＩＣＴ施工の実績を公開することで取組意識向上が期待できる
・中小企業への普及に向けた好事例、失敗事例に関する情報提供の要望

（日本建設機械施工協会）
（日本道路建設業協会）

業団体の意見・要望①

19
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業団体の意見・要望②

意見・要望

５ 積算、経費について

・３Ｄ出来形測量については高額な機器の使用や複数回計測などの場合に負担となるため実
態に即した経費計上を要望
・ＩＣＴ活用工事において、５段階のうち部分活用でも柔軟に費用計上ができるように要望
・ＩＣＴ対応工事に実態を反映した適切な経費計上を要望
・小規模工事における積算は、現場条件に応じた対応を要望
・浚渫工（河川）では塩害の影響を踏まえた積算を要望 等

（全国建設業協会）
（全国建設産業団体連合会）
（全国中小建設業協会）
（日本機械土工協会）
（日本建設機械施工協会）
（日本建設機械レンタル協会）
（日本建設業連合会）
（日本道路建設業協会）

６ ＩＣＴ活用に関する補助・助成の拡充

・ＩＣＴ技能取得や資機材購入について、より使いやすい補助、助成制度創設

（全国建設業協会）
（全国建設産業団体連合会）

７ ＩＣＴ活用効果へのインセンティブ

・工事成績への加点を５段階全ての全面的活用のみでなく、個々の導入でも加点を要望

・ＴＳを用いた出来形管理（断面管理）は、ＩＣＴ活用工事において対象外となるが、３Ｄデータを
用いることからＩＣＴ活用としての扱いを要望
・３Ｄデータの内製化について、インセンティブなどの検討を要望
・i-Constructionへの対応として、国交省で要件を明示した資格制度の確立や、要件を満たした
企業・人材の評価を要望

（全国建設業協会）
（全国建設産業団体連合会）
（日本建設機械施工協会）
（日本建設機械レンタル協会）

20

業団体の意見・要望③

意見・要望

8 ３次元設計データに関する意見

・発注時のＣＡＤデータについて、効率的な提供を要望
・発注時のデータは完成形の３Ｄデータであり施工に即した３Ｄデータをその都度作成するため
変更可能なデータで提供を要望
・３Ｄ設計データ交換標準（案）の対応をソフトウェアメーカが行っているので、技術基準類の制
定時に意見交換を要望 等

（全国建設業協会）
（日本建設機械施工協会）
（日本建設機械レンタル協会）
（日本建設業連合会）
（日本測量機器工業会）

9 要領等の「カイゼン」意見 （２０件）

・施工履歴データによる出来形管理対象拡大
・ＩＣＴ土工出来形管理手法の拡大要望
・ＴＬＳの事前精度確認に関る期間の緩和要望
・計測点群密度の緩和
・要領の簡素化 等

（全国建設業協会）
（日本建設機械施工協会）
（日本建設機械レンタル協会）
（日本建設業連合会）
（日本測量機器工業会）
（日本道路建設業協会）

10 その他

・現行の監督検査要領を、全面的にＩＣＴを活用した場合に適した方法検討を提案
・ＩＣＴ活用拡大に向けて初めて取組むことを競争参加条件とした工事の実施提案
・納品３Ｄデータの利活用について 等

（全国建設業協会）
（全国中小建設業協会）
（日本機械土工協会）
（日本建設機械施工協会）
（日本建設業連合会）
（日本道路建設業協会）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

安全対策関係の進め方

資料－４

ＩＣＴ施⼯による安全対策に関する検討

■2019（令和元）年度の検討内容（案）

① ＩＣＴ施工導入に伴う安全性の状況確認
→ 建設現場にＩＣＴを導入することによる現場安全性の動向を確認。

施工現場における安全面の効果や課題を抽出。

② 建設機械の安全装置技術の評価
→ 「建設機械の安全装置類」に関する要求水準を整理。

現場実証を行う等、技術検証を行ったうえで技術比較を実施。

ＩＣＴ施工導入に伴う
安全性の状況確認

建設機械の
安全装置技術の評価

技術基準類
の見直し

③ 技術基準類の見直し検討
→ 「建設機械に関する技術指針」等の見直しを検討

マッチ
ング

安全装置の

標準化

23
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【参考】建設機械に関する技術指針

平成3年10月8日付け建設省経機発第247号大臣官房技術審議官より各地方建設局長あて
最終改正 平成10年3月31日付け 建設省経機発第37号

【目的】

建設工事の施工にあたり望ましい建設機械について定め、これを
使用することによって建設工事の効率化、省力化、高品質化、安全
性の向上及び作業環境の改善を促進し、もって建設工事の円滑な
実施を図ること。

【各論】
① 建設機械の操作方式

バックホウ、移動式クレーン、ブルドーザ

② 建設機械の排出ガス
バックホウ、トラクタショベル、大型ブレーカ、コンクリート吹付機、ドリルジャンボ、
ダンプトラック、トラックミキサ、ブルドーザ、発動発電機、空気圧縮機、油圧ユ
ニット、ローラ、ホイールクレーン

24

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

施工自動化に向けた研究開発等

・総合政策局 公共事業企画調整課

・国土技術政策総合研究所

社会資本マネジメント研究センター

資料－５
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自動施工技術開発促進データセットの整備

国土交通省では、建設産業の生産性向上を目指して、施工現場へICT/ロボット技術等を導入
し建設生産プロセスを3次元データで繋ぐ取組みを「i-Construction」ですすめてきた。

発注者

O
K

③ICT建設機械による
施工

④検査の省力化①ドローン等による３次元測量 ②３次元測量データによる
設計・施工計画

３次元設計データ
等を通信

「i-Construction」の更なる推進のため、『官民研究開発投資拡大プログラム（PRISM）』の

一環として、3D・4DデータやAIの活用による建設生産プロセスの高度化に取り組んでいる。

施工の自動化技術に関する民間の開発を促進するため、現場から収集したデータを共有活
用して、施工現場向けのAI開発を促進する取組をすすめる。

施工計画AI：
施工シミュレーションにより、

最適な機械配置と運用を立
案（技術者判断支援）

【民間開発領域】

AI
学習

自律建機：

設計データを与え
れば、周辺環境を
判断し自動で施工

！

現場状態の表現

作業状態の表現

施工現場データ

公開ルールを決めて
AI開発を支援・促進

26

AI（機械学習）のためのデータセットの現状

Youtube8M
Google社が公開した800万にも上る動画のデータセット。

土木建設現場を定点カメラで撮
影した映像は少なく、さらに、建
設現場の物体検出のための機
械学習に利用できるような、適
切なアノテーション(ラベル付け)
がされているものは揃っていな
い。

Youtube8M以外にも様々な画

像のデータセットが提供されて
いるが、建設現場での活用に
効果の見込めるものはない。

現在、人工知能(AI)技術開発の進展により各種のデータセットが提供されている。

27
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自動施工技術開発促進データセットのイメージ

◎ラベル付け と フォーマットについて、パブリックコメントに付し、
建設業界に適した定義を整理していく予定。

◆データのラベル付け（案）

オブジェクトと動作のラベルを定義。Step by stepで種類を増やしていく。

オブジェクト
ブルドーザ
バックホウ
ダンプトラック
作業員
ローラー類
グレーダ
不整地運搬車
クレーン

・・・

動作ラベルの区分（案）
停止中/作業中/移動中
旋回/掘削/放土/押土
整形作業/積込作業/エサ集め

◆データのフォーマット（案）
データ種類のレベルを定義。Step by stepで「ステージ(仮称)」を上げていく。

ステージ① ５分程度の動画
Full-HD、30fps

ステージ② bounding box付
ステージ③ semantic segmentation付

◎ラベル付け や フォーマット等 について、パブリックコメントに付し、建設
業界に適した定義を整理していく予定。

◎協調領域であるデータセットの整備を官民連携の枠組みですすめていく
ことを想定。

※例えば、データセットにおける協調領域/競争領域の境界に関する意見 など

※

28
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ICT活⽤⼯事の試⾏⽅針・実施状況

どぼくってオモシロイ︕
静 岡 県 交 通 基 盤 部

「⼯事中」がみらいをつくる︕

資料２

ICT活⽤⼯事の発注⽅式（令和元年7⽉〜）

1

ICT導⼊型 受注者希望型（⼿上げ⽅式）

対象⼯事

⼟⼯（1,000m3以上の河床掘削
⼯・除⽯⼯を含む⼯事）

• ⼟⼯（ICT導⼊型の対象を除く
1,000m3以上の掘削⼯・盛⼟
⼯を含む⼯事）

• 舗装⼯（2,000m2以上）
• 浚渫⼯（港湾浚渫）
• 地盤改良⼯（安定処理⼯・中層

混合処理⼯）

発注⽅法
特記仕様書を添付
当初からICT積算により発注
⼯事名にICT導⼊型を含める

特記仕様書を添付
当初は通常積算により発注

実施⽅法

ICT活⽤⼯事の対象範囲と実施内
容について協議

（やむを得ない事情により実施が困難
となった場合は協議）

受注者がICT活⽤⼯事の実施を希望
する場合、協議を⾏い契約変更

（協議を⾏わない場合、ICT活⽤⼯
事は実施しない）

ICT活⽤内容
（⼟⼯・舗装⼯・地盤改良⼯）起⼯測量、設計データ作成、施⼯、出来形
管理、納品のすべてのプロセス
（浚渫⼯）起⼯測量、数量計算、出来形管理、納品のすべてのプロセス

-17-



ICT⼟⼯の対象⼯事で実施する⼯種

2

法⾯⼯ 付帯構造物設置⼯
対象⼯事 ICT⼟⼯の対象⼯事において実施

対象⼯種

・ 植⽣⼯
・ 吹付⼯（コンクリート、モルタル）

・ コンクリートブロック⼯、緑化ブロック⼯、
⽯積（張）⼯

・ 基礎⼯（護岸）
・ 暗渠⼯、管渠⼯
・ 側溝⼯（Ｕ型側溝、Ｌ型側溝、⾃由

勾配側溝）
・ 縁⽯⼯

実施⽅法 受注者が希望する場合、対象範囲と実施内容について協議
積算⽅法 積算は変更なし

活⽤内容 ３次元設計データとＴＳ等光波等による計測技術を活⽤した出来形管理等の施⼯管
理（施⼯管理基準は従来と同様）※ICT建機による施⼯なし

作業⼟⼯（床掘）
対象⼯事 ICT⼟⼯の対象⼯事において実施

実施⽅法 受注者が希望する場合、対象範囲と実施内容について協議

積算⽅法 ICT活⽤⼯事積算要領により費⽤計上

活⽤内容 ICT建機による施⼯

ICT活⽤⼯事の実施件数

3

R01 実施状況

⼯ 種 発注⽅式 発注件数 実施件数

H28
⼟ ⼯ 希望型 154件 13件

合 計 154件 13件

H29

⼟ ⼯

希望型

152件 18件

舗装⼯ 22件 2件

浚渫⼯ 3件 2件

合 計 177件 22件

H30

⼟ ⼯
導⼊型 31件 31件

希望型 148件 17件

舗装⼯

希望型

46件 2件
港 湾
浚渫⼯ 6件 0件
河 川
浚渫⼯ 1件 1件

合 計 232件 51件

過年度実績

※ 7⽉末速報値

⼯ 種 発注⽅式 発注件数 実施件数

⼟ ⼯
導⼊型 20件 17件

希望型 48件 8件

舗装⼯

希望型

24件 0件
港 湾
浚渫⼯ 6件 0件
地 盤
改良⼯ 0件 0件

合 計 98件 25件
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3次元データの活⽤
（施⼯業者編）

株式会社 内⽥建設

資料３

3次元データの活⽤
⼯事名
平成 30 年度 [第 30−K3664−01 号]

⼆級河川太⽥川広域河川改修事業（防災・安全交付⾦）
⼯事（河道掘削⼯）（ICT 導⼊型）【11‐05】

⼯事個所
袋井市 横井地先
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3次元データの活⽤
⼯事概要

施⼯延⻑ Ｌ＝1000ｍ
掘削（ＩＣＴ） 11400ｍ3

伐採除根 28400ｍ3

伐⽵ 13300ｍ3

3次元データの活⽤
現場の状況
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3次元データの活⽤
• 今回

6
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7

グリーンレーザー記事

8

グリーンレーザー記事

-22-



3次元データの活⽤

⼯事契約（3⽉末）

航空レーザー測量（４⽉初旬）

業務委託資料貸与・打ち合わせ(5/23）

横断図作成

３Ｄ設計・数量算出

設計決定

契約後の流れ（⼯期3⽉30⽇〜8⽉31⽇）

3次元データの活⽤
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3次元データの活⽤
提供データ

3次元データの活⽤
①設計のための協議が必要
② 3次元設計データチェックシートの必要性
③ 3Ｄ設計では2Ｄ作成で、⼿戻りの部分が多い
④今後の航空レーザー更新時期
⑤航空グリーンレーザーのメリットは感じた
（でも起⼯測量とは？）
⑥今回のような事例で設計を早めるのに必要な
こと
⑦その他

実務で感じた課題
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3次元データの活⽤
①設計のための協議が必要
（２股河川での設計で標準横断1本Ｌ＝1ｋｍＶ＝11400ｍ3では意図
が不明・今回は協議会内で班⻑に⽅向を⽰していただいた）

⼯事延⻑１ｋｍ

3次元データの活⽤
当初図⾯
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3次元データの活⽤
• 当初図⾯の３次元化での数量算出例

当初図⾯を使⽤すると
設計11400ｍ3に対し
34013ｍ3となった。
設計との開きが⼤きい
（実数が約３倍）

3次元データの活⽤
②3次元設計データチェックシートをチェックするための横断図づ
くりになった。チェックシートの検証機能を保持しつづけるためには今
のところ必要？
→３Ｄ設計業務委託が⼯事発注されたときにもつながる話→３Ｄ設計済み
のデータ照査は昨年末にもＩＣＴアドバイザー会議ですこし出た内容

提出横断抜粋

提出３Ｄビュー印刷物抜粋
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17

座標・平⾯要素・線形要素⼊⼒座標・平⾯要素・線形要素⼊⼒

縦断要素⼊⼒縦断要素⼊⼒

横断要素⼊⼒横断要素⼊⼒

ＬＡＮＤＸＭＬ出⼒ＬＡＮＤＸＭＬ出⼒

⼟量算出⼟量算出

⼟量合わせで
横断書き換え
ループ断⾯が多いと⼤変、

延⻑変更もあると変更要素が多い

②３Ｄ上での⼿戻りの部分
現況形状に合わせた３Ｄ設計が難しい（⼿間かかる）
通常だと

3次元データの活⽤

横断図作成横断図作成

18

通常の３Ｄ設計は線形・縦断・横断⼊⼒
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19

河道掘削の場合、線形ではなく堆積⼟
（もともとの澪筋）に沿った掘削形状に
なる必要がある。

掘削形状が線形通りの線形ではなく、現場に沿った形を作ると、横断幅員もば
らつきやすく、設計の⼟量だけが決まっている状態（⼟量も延⻑も決まってい
ない）では、3次元の作り変えに2次元図⾯作成作業が繰返される

3次元データの活⽤
④今後の航空レーザーデータの更新時期（河川内は変化が激しい。
ＳＰＤＢで施⼯完了部分は業者更新をかけていくが、隣接⼯区の
発注は2019/4データのまま）

その後も同じ特記仕様書の導⼊⼯事が発注され続けている

⑤航空グリーンレーザーのメリットはしっかりと感じた（⽔⾯下
データの取得、伐採前のグランドデータの取得）が、グランド
データを検証するのが起⼯測量ではないか？？アナログに検証す
るべきなのか？？
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3次元データの活⽤
⑥今回のように設計がなかなか定まらないことを減らすには・・・
（伐採数量を確定できず、⼟量が決まらないことで延⻑と幅員の
変更幅が⼤きすぎて取り掛かりに時間を要した。）

事前に横断を切るだけの業務も必要？発注数量が３倍にならない
ためにも数量確認の⽬安だけでも・・・

⑦その他（データ活⽤と別内容ですが）県の5‐6ha以上の起⼯測量
積算基準がない。今回の現場は1ｋｍで計測しようとすると10ha

以上ある。

3次元データの活⽤

ご清聴ありがとうございました
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3次元データへの対応

静岡県建設コンサルタンツ協会
静岡県測量設計業協会

資料３－２

協会の概要
•静岡県コンサルタンツ協会

• ３６社が加盟
•静岡県測量設計業協会

• ６２社が加盟
•道路・橋・トンネル・公園・ダムや下⽔
道など社会基盤となる施設を完成させる
ための企画・計画・調査・設計および施
⼯監理と、すべての段階に関わり、国・
県・市・町などの技術的パートナーとし
て活躍する技術者集団

※ 加盟社数は重複あり
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３次元データ取得の取組み
•３次元データ計測機器の保有台数

• ⾞載レーザー：２社、２台（６社）
• ＵＡＶレーザー：２社、２台（６社）
• 地上レーザー：１７社、１８台（２０社）
• ＵＡＶ：２７社、５０台（２７社）
• シングル／マルチビーム深浅測量機器

：３社、７台（５社）
（ ）値は対応可能社数を表す

陸、空、⽔中の３次元計測に対応

ICT施⼯、BIM/CIMの取組み
•３次元データ対応のソフト導⼊

• Ａ社、建設関連ソフトウェアパッケージ
• Ｋ社、３次元設計対応Ｖ−ＣＡＤ
• ３Ｄ点群処理ソフト など

ICT施⼯、BIM/CIMに対応するため、
ソフト、設備の導⼊と

社員教育に取り組み中！
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5

②座標・平⾯要素・線形要素⼊⼒②座標・平⾯要素・線形要素⼊⼒

③縦断要素⼊⼒③縦断要素⼊⼒

④横断要素⼊⼒④横断要素⼊⼒

⑤⼟量算出⑤⼟量算出

⑥ＬＡＮＤＸＭＬ出⼒⑥ＬＡＮＤＸＭＬ出⼒

①３Ｄ点群からTINデータの作成①３Ｄ点群からTINデータの作成

⼟量合わせで
縦・横断書き
換えループ

３次元設計の⼿順
3次元設計の事例

建設系ソフトとの違いは、１本のソフトで作業が
完結すること！

①３Ｄ点群からTINデータの作成

LASデータの読み込み

段彩図による地形確認
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②座標・平⾯要素・線形要素⼊⼒
計画平⾯図を背景に取り込み、座標値を取得

平⾯図データの取り込み

平⾯線形の復元

③縦断要素⼊⼒
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④横断要素⼊⼒、⑤⼟量算出

• 掘削幅の設定
• ⼟量計算
• ⼟量調整のための掘削幅等の変更トライアルを繰り返

す
※ トライアル計算のための横断図を作成する

2Dデータが必要になる！

⑥ＬＡＮＤＸＭＬ出⼒

３Ｄ点群による確認
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3次元データへの対応

協会は、
3次元測量、ICT施⼯、 BIM/CIM等に

積極的に取り組んでいます。
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普及啓発活動の推進

どぼくってオモシロイ︕
静 岡 県 交 通 基 盤 部

「⼯事中」がみらいをつくる︕

資料４

ICTマイレージプログラムの概要

建設業者間でのICTの普及啓発活動の取組の推進

1

⽬的

対象者 静岡県建設⼯事⼊札参加資格を持つ者

対象⼯事 静岡県交通基盤部・経済産業部が発注する建設⼯事で、ＩＣＴ活⽤⼯事
として実施する⼯事

対象内容
• 起⼯測量や３次元設計データ作成、出来形管理計測、出来形管理資

料作成における現場作業やデータ処理
• ICT建設機械による施⼯における機材のセットアップや現場作業

以下の活動について、実施報告書の作成・県への提出により、総合評価の評価等において活⽤する

• ⾃社⼯事での他社の職員に対する臨場や⾒学等による研修・講習
• 他社⼯事への技術的な相談への対応等の指導や⽀援

制度概要
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マイレージの登録⼿順

2

⾃社受注⼯事における研修・講習 他社受注⼯事における指導・⽀援

実施者
（受注者）

実施者 受注者発注者 発注者

書類の作成・提出 書類の確認

受注者
印

受注者
印

発注者
印

書類の提出書類の作成

実施者
印

実施者
印

受注者
印

実施者
印

受注者
印

発注者
印

書類の確認

報告書の作成・確認 受注者が発注者に書類を提出し確認を受けます。確認後、報告書は返却します。

報告書の提出 総合評価落札⽅式の事前審査登録の申請書の添付書類として提出します。

報告書事前登録
根拠書類

静岡県建設技術監理センター
による審査・確認

年度当初に申請
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施⼯履歴データによる
⼟⼯の出来形管理要領の改定

どぼくってオモシロイ︕
静 岡 県 交 通 基 盤 部

「⼯事中」がみらいをつくる︕

資料５－１

施⼯履歴データによる⼟⼯の出来形管理要領

1

出来形管理・検査の効率化のため、ICT建設機械で取得することができる施⼯中の作業状
況の記録データ（施⼯履歴データ）を⽤いた出来形管理⼿法を規定

従来⼿法 ICT活⽤

⽔中
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出来形管理について 【改定案】

⼟⼯のうち、河川⼟⼯における掘削⼯の河床掘削⼯または河床整正⼯、及び、砂防⼟⼯における
掘削⼯の除⽯⼯の出来形管理に適⽤する。

適⽤範囲

2

編 章 節 ⼯種 摘要

共通編 ⼟⼯ 河川⼟⼯ 掘削⼯ 河床掘削⼯または
河床整正⼯

砂防⼟⼯ 掘削⼯ 除⽯⼯

出来形管理資料

出来形管理基準及び規格値は下表のとおりとし、
改定で法⾯の基準を追加する。
測定値はすべて規格値を満⾜しなればならない。

出来形管理基準及び規格値

⼯種 測定箇所 測定項⽬
規格値

平均値 個々の
計測値

掘削⼯
平場 標⾼較差 ＋0 ±300

法⾯ ⽔平または
標⾼較差 ±70 ±300

空中写真測量（無⼈航空機）・地上型レー
ザースキャナーを⽤いた出来形管理資料の作成
と同様の⽅法で作成する。

※個々の計測値に対する規格値は99.7%が規格値に⼊ればよい

出来形管理データ取得

段階確認／検査

１⼯事につき任意の数か所

※図表の⼀部は国⼟交通省資料を引⽤

検測は段階確認または
検査のいずれかで実施

精度確認
〇：検測箇所

5m

5m

計測作業が不要

改定

出来形管理・監督検査の効率化 【改定案】

3

出来形管理データ取得

検査

１⼯事につき任意の数か所

段階確認は省略

精度確認
〇：検測箇所

5m

5m

現⾏

計測作業が不要
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第１章 総則 

１－１ 目的 

本要領は、ＩＣＴ建設機械から取得した施工履歴データによる出来形計測及び出来形

管理が、効率的かつ正確に実施されるために、以下の事項について明確化することを主な

目的として策定したものである。 

１）施工履歴データを用いた出来形計測の基本的な取り扱いや計測方法 

２）取得データの処理方法 

３）出来形管理の方法と具体的手順、出来形管理基準及び規格値 

 

１－２ 適用の範囲 

 本要領は、受注者が行う施工履歴データによる出来形計測及び出来形管理に適用する。

【解説】 

 本管理要領で示す作業の範囲は、施工計画、準備工の一部、出来形計測及び完成検査準備・

完成検査である。 

 

１－３ 用語の説明 

【ＩＣＴ建設機械】 ＩＣＴ建設機械とは、一般には以下に示す３Ｄ、２Ｄの建設機械の

総称として用いるが、本要領では、 施工中の建設機械の作業装置位置の３次元座標を取

得することができる３ＤＭＣ、３ＤＭＧを搭載した建設機械を「ＩＣＴ建設機械」とい

う。 なお、２ＤＭＣ、２ＤＭＧについては、施工中の作業装置の３次元座標を取得する

ことができないため、本要領を適用した施工履歴データによる土量の出来形管理には使

用できないが、現場での使用を妨げるものではない。 

 

【車載ＰＣ】 ＭＣ、ＭＧ技術の一部の機器であり、作業装置の位置に基づき、定量的な

操作支援情報を連続的に提供する機能のほか、作業装置位置の３次元座標をリアルタイ

ムに取得し、施工履歴データとして記録、保存及び出力できるものをいう。 

 

【点群データ処理ソフトウェア】 施工履歴データから、出来形に対応した点群データを

抽出するためのソフトウェアをいう。 

 

【ＩＣＴブルドーザ】 ３ＤＭＣ・３ＤＭＧを搭載したブルドーザをいう。 

 

【３ＤＭＣ・３ＤＭＧブルドーザ】 作業装置下端または履帯下面の３次元座標をＴＳま

たはＧＮＳＳによる測位から求めて建設機械本体 に搭載するＭＣ・ＭＧ用の３次元設計

データと比較した結果で作業装置の高さや傾きを自動制御（ＭＣ）、 またはモニターによ

りガイダンス（ＭＧ）するブルドーザをいう。 
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【２ＤＭＣ・２ＤＭＧブルドーザ】 回転レーザーから照射されるレーザー光をブルドー

ザ作業装置に設置した受光器で捉えることによって、作業装置高さをレーザー面にあわ

せて自動制御（ＭＣ）、またはモニターによりガイダンス（ＭＧ） するブルドーザをいう。

 

【ＩＣＴバックホウ】 ３ＤＭＣ・３ＤＭＧを搭載したバックホウをいう 

 

【３ＤＭＧバックホウ】 作業装置先端の３次元座標を建設機械本体に搭載する３次元設

計データと比較し、その結果をモニターによりガイダンス（ＭＧ）するバックホウをい

う。測位は、バックホウ背面に取り付けたＧＮＳＳア ンテナまたはＴＳターゲットとブ

ーム、アーム、バケット、本体に取り付けた傾斜センサ等の情報から 作業装置先端の座

標を計算する。 

 

【２ＤＭＧバックホウ】 ブーム、アーム、バケットに装着したスロープセンサーにより

バックホウの姿勢を求めて、基準位置（切り出し位置）からセットした設計断面形状（法

面勾配等）とバケットの位置関係をガイダンスモニ ターに表示するバックホウをいう。

 

【施工履歴データ】 

ＩＣＴ建設機械の車載ＰＣのログファイルに記録された、施工中のＩＣＴ建設機械作業

装置位置の３次元座標、取得時刻、その他機械の状態等の記録をいう。 

 

【操作支援システム】 ＩＣＴ建設機械に搭載されている、作業装置の自動制御やモニタ

ーによりオペレータへの操作支援を行うとともに、作業装置位置の３次元座標や建設機

械の作業状態の情報を記録しているシステムをいう。 

 

１－４ 本要領の記載のない事項 

 本要領に定められていない事項については、以下の基準によるものとする。 

 １）空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案） 

２）地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案） 

 

１－５ 施工計画書 

 施工履歴データを出来形管理に活用する場合、機器構成と作業装置位置の計測精度確

認計画を施工計画書に記載する。 

【解説】 

（１）機器構成 

 「２－１機器構成」に示すＩＣＴ建設機械、車載ＰＣ、点群データ処理ソフトウェアであ
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る旨記載する。 

 

（２）作業装置位置の計測精度確認計画 

 作業装置位置精度の確認と確保を目的とした作業装置位置の計測精度計画について示す

（取得精度については「２－２作業装置位置の取得制度」、計画の詳細は、「３－３作業装置

の計測精度確認」を参照）。 
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第２章 事前準備 

２－１ 機器構成 

 本要領で用いる機器・システムは、下記のとおりである。 

１）ＩＣＴ建設機械 

ＩＣＴバックホウは次のデータを取得するセンサ、機器等で構成することを標準とす

る。 

・ＩＣＴ建設機械本体の３次元位置（Ｘ、Ｙ、Ｚ） 

・ＩＣＴ建設機械本体の向き（方位） 

・ＩＣＴ建設機械本体の傾斜（ピッチング、ローリング） 

・ＩＣＴ建設機械作業機装置の相対角度（アーム・ブーム・バケット） 

ＩＣＴブルドーザは次のデータを取得するセンサ、機器等で構成することを標準とす

る。 

・作業装置または履帯下面の３次元位置（Ｘ、Ｙ、Ｚ） 

・作業装置の傾斜 

２）車載ＰＣ 

ＭＣ、ＭＧ技術の一部として作業装置の位置に基づき、定量的な操作支援情報を連続的

に提供する機能のほか、作業装置位置の３次元座標をリアルタイムに取得し、施工履歴デ

ータとして記録、保存及び出力できるものとする。 

３）点群データ処理ソフトウェア 

施工履歴データから、出来形に対応した点群データを抽出するためのソフトウェア 

【解説】 

（１）ＩＣＴ建設機械、車載ＰＣ 

本要領の対象となるＩＣＴ建設機械は、ＴＳやＲＴＫ－ＧＮＳＳにより作業装置の位置

を把握している、いわゆる３ＤＭＧ技術や３ＤＭＣ技術と呼ばれる技術を搭載しているも

のを対象とし、２Ｄは対象としない。こうしたＩＣＴ建設機械は、作業装置の自動制御、オ

ペレータへの操作支援を行うため、施工中は作業装置位置の３次元座標をリアルタイムに

取得している。この３次元座標は、取得時刻や機械の状態等の情報とともに車載ＰＣに施工

履歴データとして記録、保存されている。施工履歴データは、車載ＰＣから USB 等の記録メ

ディアにコピーして使用する。 

 

（２）点群データ処理ソフトウェア 

施工履歴データの点群データには、ＩＣＴ建設機械の小移動や旋回、作業装置等の上げ下

げなどで記録された不要な点も含まれる。点群データ処理ソフトウェアは、このような不要

な点を排除し、出来形に対応した点群データを抽出するためのソフトウェアである。  
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第３章 施工履歴データによる土工の出来形管理 

３－１ 適用の範囲 

 土工のうち、河川土工における掘削工の河床掘削工または河床整正工、及び、砂防土工

における掘削工の除石工の出来形管理に適用する。 

【解説】 

（１）適用工種 

 本要領により出来形管理を実施できる工種は以下のとおりとする。 

 

編 章 節 工種 摘要 

共通編 土工 
河川土工 掘削工 

河床掘削工または 

河床整正工 

砂防土工 掘削工 除石工 

 

（２）使用する建設機械 

本要領を適用するためには、以下のＩＣＴ建設機械を使用する必要がある。 

・３ＤＭＣまたは３ＤＭＧブルドーザ 

・３ＤＭＣまたは３ＤＭＧバックホウ 

 

（３）施工履歴データと建設機械との関係 

施工履歴データにより出来形を算出するためには、箇所毎に、利用されるＩＣＴ建設機械

が異なる事が考えられるので、ＩＣＴ建設機械毎に施工履歴データを取得し、「３－５施工

履歴データのスクリーニング」に従い、適切に処理すること。 

 

 

３－２ 車載ＰＣの設定 

 受注者は、施工履歴データを記録できるよう、施工前にＩＣＴ建設機械の車載ＰＣ設定

を行う。 

【解説】 

施工履歴データを記録するためには、施工前に操作支援システムの設定が必要な場合が

ある。 

設定方法は、ＭＣ・ＭＧメーカーやデータの取得方法により異なるため、施工前にメーカ

ー等に確認し、操作支援システムを設定しておく必要がある 

 

３－３ 作業装置の計測精度確認 

 受注者は、ＭＣ・ＭＧ技術の性能確認のため、掘削又は敷均し工着手前に、作業装置位

置の計測精度を確認する。 

-47-



 

6 

 

【解説】 

（１）作業装置位置の取得精度の範囲 

作業装置の位置（標高）の取得精度は、標高較差±100mm 以下とすること。 

 

（２）作業装置位置の取得精度低下の要因 

作業装置位置の取得精度は、次の要因により変化する。 

①  ＲＴＫ-ＧＮＳＳの位置精度（平面：±10mm、標高：±20mm） 

②  ＲＴＫ-ＧＮＳＳおよび角度センサ位置間の寸法計測誤差 

③  角度センサによる出力精度 

④  ソフト処理上の丸め誤差 

⑤  機械ガタ（刃先の磨耗を含む） 

⑥ 衛星配置や周辺障害物などの計測時の条件 

上記の要因、特に①、②及び③の汎用機械に対してシステム取付けを主体に想定している

こと、使用期間などによる⑤汎用機械のガタが、作業装置位置の計測精度に影響を与える。

これらの要因は、ＭＣ・ＭＧ技術を搭載した建設機械毎に、作業装置位置の計測精度が異な

ることを示す。 

 

（３）作業装置位置精度が変化する条件 

ブルドーザの場合、実際の施工では、オペレータが作業装置（ブレード）に対して様々な

操作を実施するため、これを考慮したブレード位置精度を予め確認しておく必要がある。ま

た、バックホウの場合、フィールド試験により、バケット位置精度（標高）は、バケット角

度、バックホウ姿勢（ピッチ）の違い等で取得される位置精度が異なることが判明している。

実際の掘削工では、異なるバケット角度、バックホウ姿勢、バケット位置高さの組み合わせ 

により操作されるため、これを考慮したバケット位置精度を予め確認しておく必要がある。 

 

（４）作業装置位置の計測精度についての確認方法 

１）バックホウの場合 

施工前に、ＩＣＴバックホウによるテスト作業を行い、テスト面の検測から取得したデー

タを用いて位置精度を確認する。テスト作業は、５ｍ×５ｍ程度の範囲で実施する。検測は

ＴＳにより計測し、１６点以上とする。 

なお、テスト作業は、施工範囲内の任意の箇所で実施することを想定している。テスト作

業を目的として、テスト作業ヤードを別途設ける場合は、位置精度の確認のための施工履歴

データの取出しが可能か、事前に確認しておく必要がある。 

バケット位置の検測例を図３－１に示す。 
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図３－１ テスト走行による検測例（バックホウ） 

 

２）ブルドーザの場合 

施工前に、ＩＣＴブルドーザによるテスト走行を行い、テスト面の検測から取得したデー

タを用いて位置精度を確認する。テスト走行は、異なる２方向で作業装置角度を変えて実施

すること。検測はＴＳにより計測し、検測箇所は２方向の走行を含めて、延べ１２箇所以上

とする。 

なお、テスト作業は、施工範囲内の任意の箇所で実施することを想定している。テスト作

業を目的として、テスト作業ヤードを別途設ける場合は、位置精度の確認のための施工履歴

データの取出しが可能か、事前に確認しておく必要がある。 

検測例を図３－２に示す。 

 

図３－２ テスト走行による検測例（ブルドーザ） 

 

（５）作業装置位置精度の確認結果 

作業装置位置精度の確認結果は、利用するＩＣＴ建設機械の計測性能を証明するものと

して、監督員に提出する。本要領の添付資料（様式－１）に、作業装置位置の取得精度に関

する精度確認試験結果報告書を示す。 

〇：検測箇所

5m

5m
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３－４ 施工履歴データの取出し 

 受注者は、ＩＣＴ建設機械の車載ＰＣから、記録媒体への保存やクラウドシステムから

のダウンロード等により、施工履歴データを取り出す。 

【解説】 

受注者は、ＩＣＴ建設機械の車載ＰＣからＵＳＢ等の記録媒体への保存やクラウドシス

テムからのダウンロード等により、施工履歴データを記録する。 

施工履歴データの取出し方法を以下に示すが、ＭＣ・ＭＧメーカーにより異なるため、事

前にメーカーに確認し、操作手順やファイル名等を確認しておく。 

 

１）施工履歴データがクラウドサーバーに保存されている場合 

①クラウドサーバーからダウンロードする。 

 

２）施工履歴データが車載ＰＣに自動的に保存されている場合 

①施工後に車載ＰＣからＵＳＢメモリー等へ施工履歴データをコピーする。 

 

３）施工履歴データが車載ＰＣの保存ボタンを押した場合のみ保存される場合 

①出来高部分の盛土層・法面整形の施工時に、車載ＰＣのデータ記録ボタンを押す。 

②施工後に車載ＰＣからＵＳＢメモリー等へ施工履歴データをコピーする。 

 

なお、施工履歴データは初期データの時点でグリッド処理が完了している場合には、グリ

ッド処理されたデータを使用して良い。 
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３－５ 施工履歴データのスクリーニング 

 受注者は、取得した施工履歴データから３次元座標、記録時刻等の点群データを抽出す

る。 受注者は、点群データ処理ソフトウェアを使用し、点群データから出来形部分と関

係のない不要点を削除後、出来形評価用データを作成する。 

【解説】 

１）スクリーニング 

施工履歴データの点群データには、ＩＣＴ建設機械の小移動や旋回、作業装置等の上げ下

げなどで記 録された不要な点も含まれる。このため、点群処理ソフトウェアを用いて不要

な点を排除し、出来形部分に対応した点群データのみを抽出する。 出来形部分に対応した

点群データのみを抽出するため、出来形部分に 1m×1m 程度のグリッドを設定し、任意の

グリッド毎に代表点の抽出を行い、出来形評価用データを作成する。 

 

① ＩＣＴバックホウ 

出来高を算出する施工箇所のバケットの３次元座標（点群データ）のうち、現況地形より

掘削された データかつ、標高が最低のデータを任意のグリッドごとに抽出する。 

 

②ＩＣＴブルドーザ 

〇履帯下面の軌跡データが記録できる場合 

出来高を算出する最終盛土層の施工中に得られた履帯下面の３次元座標（点群データ）のう

ち、最終時刻のデータを任意のグリッドごとに抽出する。 

 

〇履帯下面の軌跡データが記録できない場合 

出来高を算出する最終盛土層の施工中に得られた作業装置下端の軌跡データのうち、最

終時刻の データ（又は標高が最低のデータ）を任意のグリッドごとに抽出する。 
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３－６ 出来形管理資料の作成 

 受注者は、３次元設計データと施工履歴データを用いて、本要領で定める以下の出来形

管理資料を作成する。作成した出来形管理資料は監督員に提出すること。 

 １）出来形管理図表 

 ３次元設計データと施工履歴データを用いて、設計面と施工履歴データの各ポイント

との離れ等の出来形管理基準上の管理項目の計算結果（標高較差の平均値等）と出来形の

良否の評価結果、及び接帰依面と施工履歴データの各ポイントの離れを表した分布図を

整理した帳票、もしくは属性情報として出来形管理基準上の管理項目の計算結果を表示

できる３次元モデルのビューアファイルを作成する。 

【解説】 

 出来形管理資料は、「空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案）」 

または「地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案）」の出来形管理

資料の作成と同様の方法で、出来形評価用データとして、施工履歴データを用いて作成する。 

 

 

 

図３－３ 出来形管理図表 作成例（合格の場合） 
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３－７ 出来形管理基準及び規格値 

 出来形管理基準及び規格値は下表のとおりとし、測定値はすべて規格値を満足しなれ

ばならない。 

表 出来形管理基準及び規格値 

工種 測定箇所 測定項目 
規格値 

平均値 個々の計測値 

掘削工 

平場 標高較差 ＋0 ±300

法面 
水平または

標高較差 
±70 ±300

 

【解説】 

 本要領におけるすべての測定値が規格値を満足するとは、出来形評価用データのうち、９

９．７％が「個々の計測値」の規格値を満たすものをいう。 
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第４章 出来形管理の監督検査 

４－１ 出来形計測に係わる実地検査 

 検査職員は、施工管理データが搭載された出来形管理用ＴＳ等を用いて、現地で自らが

指定した箇所の出来形計測を行い、３次元設計データの設計面と実測値との標高差が規

格値内であるかを検査する。 

なお、段階確認を実施した場合には、段階確認の実施状況を確認することで、実地検査

を省略する。 

検査頻度は、下表のとおりとする。 

 

表 検査頻度 

工種 計測箇所 確認内容 検査頻度 

掘削工 

施工履歴データによる出

来形管理を実施する範囲

のうち、検査員が指定す

る任意の箇所 

３次元設計デー

タの設計面と実

測値との標高較

差 

1 工事につき 

1 断面 

 

【解説】 

 断面とは、管理断面を指すものではなく、おおむね同一断面上の数か所を計測することを

想定している。 

実地検査では、１工事につき任意の数か所で出来形計測を行い、３次元設計データの設計

面と施工履歴データの値との標高較差を算出し、３－７出来形管理基準及び規格値に示さ

れる「個々の計測値」の規格値を満たしているかを確認する。 

段階確認では、表４－１の取扱いにより、１断面の確認を行うものとする。この場合、図

３－３の出来形管理図表は、すべての施工が完了しなければ、平均値の算出ができないこと

から、完成時の書面検査で確認する。 

 

表４－１ 施工管理基準 

施工管理基準 本要領での取扱い 

設計値 ３次元設計データの設計面の値 

実測値 施工履歴データの値 

規格値 個々の計測値の規格値 

検査測定値 検査での実測値 

 

  

-54-



 

1 

 

 

 

 精度確認試験結果報告書 

 

計測実施日：平成 29 年 2月 18 日 

機器の所有者・試験者あるいは精度管理担当者：（株）施工履歴 

精度 太郎 印 

 

 

精度確認の対象機器 

メーカ   ：  ㈱ＡＢＣ社  

測定装置名称： SR420   

測定装置の製造番号： SN00022   

写真 

検証機器（検測点を計測する測定機器） 

ＴＳ  ：３級ＴＳ以上 

      □ＳＳ製 ○○（２級） 

写真 

 

測定記録 

測定期日：平成２９年２月１８日 

測定条件：天候 晴れ 

     気温 ８℃ 

測定場所：（株）施工履歴 

 現場内にて 

精度検証対象機器と既知点の距離： ○m 

写真 

精度確認方法 

TS による検測点とのの標高較差 

  

 

（様式－１） 
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鉛直方向の精度確認試験結果（詳細） 

(1)施工履歴データの取得による確認 

 

  

(2)TS による検査点の確認 

 

 

  

(3)差の確認（鉛直方向の測定精度） 

施工履歴データの取得による計測標高 ―  TS による計測標高 

点名 施工履歴データの取

得による計測標高

（ｍ） 

TS による計測標高

（ｍ） 

差異（ｍｍ） 

（基準±100mm 以内）

検測① 180.555 180.500 +55 

検測② 180.540 180.545 -5 

検測③ 180.538 180.500 +38 

・・・    
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ICT活用による現場効率化

発注者：袋井土木事務所
受注者：株式会社 フジヤマ

～ 測量業務編 ～

令和元年度 5月20日～5月21日の豪雨による
斜面崩壊の復旧に伴う測量設計電算帳票業務

資料６

1. 業務概要・・位置図

【業務箇所】

【参照：地理院地図（https://maps.gsi.go.jp）】

工事箇所静岡県掛川市萩間

-57-



1. 業務概要・・被災状況

【オルソ画像】

【鳥瞰写真】

約50ｍ

（水平距離）

約40ｍ

（高低差）

2. 計測機器・・UAVレーザ計測システム

【 MATRICE 600 Pro 】 【 mini-VUX-1UAV 】
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・樹木が生い茂る環境下においても、レーザを照
射することで地盤面（グラウンド）データを取
得することが可能

3. UAVレーザ計測概要・・①

・UAVにレーザスキャナ及びGNSS/IMUを搭載し、
レーザスキャナにより対象物までのレーザ光の
到達時間より距離を計測

【UAV写真】 【UAVレーザ】

3. UAVレーザ計測概要・・②

サイドラップ

コース間隔

コース１ コース２

有効計測角

有効計測幅

レーザ測距機
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4. UAVレーザ計測の流れ

計画準備

調整用基準点設置・観測

UAVレーザ計測

後処理解析

成果データ作成

飛行計画を立案

水平位置、高さ精度
を確保するための基準点

フライト計測

GNSS・IMUデータの高精度化や点群の生成

フィルタリング、メッシュ化、
図面作成 等

【調整用基準点外観】

日 SUN 月 MON 火 TUE 水 WED 木 THU 金 FRI 土 SAT

5/19 20 21 22 23 24 25

26 27 28 29 30 31 6/1

2 3 4 5 6 7 8

豪 雨

要 請
及び

現地踏査

UAVレーザ
計測

TS補測 平面図等作成

5. タイムテーブル

点群データ送付

【作業時間（外業）】

・UAVレーザ計測：約5時間（作業員：3名）

・TS補測：約4時間（作業員：2名）
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6. UAVレーザ計測

飛行時間：10分

飛行距離：2.7km（キャリブレーション飛行を含む）

対地高度：60m～90m

【データ収録PC画面】

【飛行計画】

レーザデータはPCで収録。

取得状況をリアルタイムで確認可能。

7. 3次元点群データ

【オリジナルデータ】 【グラウンドデータ】 【等高線データ】

【作業時間】

・後処理解析：約3時間

・点群データ処理：約3時間
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8. オルソ画像データ

9. 平面図
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10. 横断面図

【 点群データ抽出 】 【 横 断 図 】

被災前にMMSで取得した3次元点群データと
重ね合わせることで被災状況を把握可能

MMSデータから抽出

11. レーザと写真の比較

レーザ 写真

飛行速度 4～5m/秒 1～3m/秒

1フライトあたりの計測 400m×400m 200m×150m

計測精度 5～10cm 5～10cm

調整用基準点数（400m四方） 4点（4隅） 18点～20点

点群処理時間（400m四方） 計測後1時間～3時間 計測後3時間～8時間

樹木下データ 取得可能 取得不可

※現場状況、計測機器により異なる

【 出来形管理要領における違い 】
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12. 利点と弱点・・UAVレーザ計測の利点

・航空レーザに比べ、低対地高度で計測が行えるため、

高密度、高精細なデータ取得が期待できる

・人の立ち入り困難地（災害地等）のデータ取得が可能

・樹木下のデータ取得が可能であり、林地部・山間部に効果的

・UAV写真に比べ、取得データ容量が軽く、処理時間が短い

・UAV写真に比べ、調整用基準点（標定点）の点数が少ない

・点群データを取得しておくことで、机上で対応できること

が多い（追加の横断図作成、2時期の比較 等）

12. 利点と弱点・・UAVレーザ計測の弱点

・樹木下のデータ取得が可能だが、下草が生い茂る箇所は

データ取得が困難

・オーバーハング地形、濡れたアスファルト等は点群データが

取得しづらい

・林地部・山間部の計測に効果的だが、離発着場所の確保が

難しく、樹木と重なり飛行中の機体が見えなくなる。

・UAV写真計測機器と比べると、機材が高価である

【 データ取得可能 】 【 データ取得が困難】
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参考 付加価値のある図面の作成
【 傾 斜 量 図】
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現場管理の効率化

どぼくってオモシロイ︕
静 岡 県 交 通 基 盤 部

「⼯事中」がみらいをつくる︕

資料７

ICT建機のデータへの活⽤

不可視部分の３次元点群データの取得

位置情報（３次元座標）
の取得

埋設物確認への活⽤

1

埋設物の位置情報に関する検討

施⼯・施⼯管理 維持管理・後利⽤
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調査内容

2

調査⽬的

調査内容

埋設⼯事を対象に現地調査を実施し、作業時間・計測精度や現場適⽤性を確認
• 計測精度や作業時間は、新たな計測技術と従来の計測技術を⽐較し、評価
• 現場適⽤性は、取得したデータの有⽤性や関係者へのヒアリングにより評価

■⼯事内容
・ガス管の管路新設⼯事
・⼟被り 約６０ｃｍ
・管径 ５０ｍｍ
・施⼯延⻑ 約３０m

■計測⼿法
Ａ レーザースキャナー
Ｂ GNSSを⽤いた写真測量技術①
Ｃ GNSSを⽤いた写真測量技術②

レーザースキャナー

GNSSを⽤いた写真測量技術①

GNSSを⽤いた写真測量技術②

計測結果 Ａ レーザースキャナー

3
3

全景 近景
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計測結果 Ｂ GNSSを⽤いた写真測量技術①

4
4

⾼密度（後処理あり）

低密度（後処理なし）

※現時点の製品版は、低密度のみ⾃動的な写真解析に対応

計測結果 Ｃ GNSSを⽤いた写真測量技術②

5
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調査結果 作業時間

6

作業時間 ■計測時間の⽐較結果

Ａ レーザースキャナー

Ｂ GNSSを⽤いた写真測量技術①

Ｃ GNSSを⽤いた写真測量技術②

現場での計測作業時間は、早い技術で約
2分、最⼤約10分程度であり、従来⼿法の
約6分と⽐較し、さほど変わらないか、早い時
間となった。
写真測量を利⽤する技術については、写真

測量の後処理が必要である。

レーザースキャナーは、管路始
点、中間点、終点の３か所で
盛替えて計測＋標定点の設
置・計測

GNSSを⽤いた写真測量技術
は、管路脇を歩きながら（往
復）、上部から写真撮影し、
計測

GNSSを⽤いた写真測量技術
は、管路脇を歩きながら（往
復）、上部から写真撮影し、
計測＋標定点の設置・計測

計測⼿法 作業時間 ⼈員
従来 6:13 2
レーザースキャナ 10:04 2
GNSS写真測量① 1:44 1
GNSS写真測量② 5:55 1

0:06:13

0:10:04

0:01:44

0:05:55

0:00:00

0:01:00

0:02:00

0:03:00

0:04:00

0:05:00

0:06:00

0:07:00

0:08:00

0:09:00

0:10:00

0:11:00

従来 レーザースキャナ GNSS写真測量① GNSS写真測量②（h:m:s）

作業時間

※埋設深さ４箇所、延長１箇所

調査結果 計測精度

7
7

計測精度

従来⼿法による埋設深さの計測

計測精度について、従来⼿法と⽐較すると、
差異は3mm〜28mmであった。

検証箇所 従来⼿法 レーザース
キャナー

GNSS写真
測量①

GNSS写真
測量②

検証点① 0.653m 0.656m
(+3mm) ー 0.650m

(-3mm)
検証点② 0.633m 0.641m

(+7mm)
0.661m
(+28mm)

0.620m
(-13mm)

検証点③ 0.624m 0.628m
(+4mm)

0.651m
(+27mm)

0.620m
(-4mm)

検証点④ 0.605m 0.609m
(+4mm) ー 0.600m

(-5mm)

■埋設深さ

※（）内の数値は、従来⼿法との差異点群データから埋設深さ計測

点群データから埋設深さ計測
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